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は じ め に

本論文では,バ ブル崩填以降低迷を続ける伺本の経済状況を丁般の人びと

がどう認識 しているのか,ま た,そ の認識の形成にマスメディア(と くに新'

聞)の 経済報道が どう関わっているか,と いう問題を取 り上げる。

マクロな経済動向や経済政策は,わ れわれの日々の生活に密接に関連 して

いるにもかかわらず,そ の専門性や複雑性ゆえに,一 般にはなかなか理解 し

づらい領域となっている。いうなれば,エ リー トと一般公衆との間には 「情

報の非対称性」が存在するのである。マスメディア,と くにジャーナリズム

には,専 門的知識を縮約 し,わ かりやすく伝えることでこの知識ギ ャップを

狭 める役割が期待されている。有権者の経済評価は,内 閣支持率や投票選択

といった政治的判断にも影響を及ぼすものだが,そ の評価の基礎となる状況

認識の形成に際 し,メ ディアは大 きな役割を果た していると仮定することが
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できるQ

小論では,こ うした経済の領域におけるマスメディアの認知的影響につい

て,近 年マスコミュニケーション研究の分野で注目を集めている 「フレーミ

ング効果仮説」の観点から,実 証的な追究を試みる。最初 に理論的概説を行

なったあと,2001年 小泉政権誕生時に実施 した東京都民の意識調査データ,

および関連す る他のデータに基づきながら,メ ディアと世論との関連につい

て順次分析をすすめたいω。

1.経 済報道の役割

(1)経 済 報 道 へ の注 目

経 済 ニ ュー ス は長 い 間 「テ レ ビニ ュー ス番 組 の 除 け者 」 で あ っ た,とH.

ア ド一二 とA.コ ーエ ン(Adoni&Cohen,1978)は 述 べ る。 こ の 二 流 の地

位 は,70年 代 前 半 に世 界 中 で経 済 の 複雑 さや 問 題 が 増 大 した こ と に よ っ て,

劇 的 に変 わ る。 ア ド一 二 らと 同 じ見 方 を と るR.パ ー カ ー(Parker,1997)

に よれ ば,ア メ ・リカで は1970年 代 半 ば か ら,① 経 済 ニ ュ ー ス の ア ウ ト レ ッ

トの数(雑 誌,テ レ ビ ・ラ ジオ 番 組 の数,テ レ ビチ ャ ンネ ル 数 な ど),② 経

済 や ビジネ ス の領 域 で働 く記 者 の数,そ して ③ 夜 の 主 要 な ニ ュ ー ス 番 組 や

新 聞 の 一 面 や,ビ ジネ ス面以 外 に登 場 す る経 済 ニ ュ ー ス項 目の数 と長 さ,が

は っ き り と増 加 した。 もう ひ とつ 特 徴 的 な こ とは,大 学 に籍 を置 く経 済 学 者

の メデ ィ ア登 場 回 数 が 減 り,ワ シ ン トンや ウ ォール ス トリー トの 「エ キスパ ー

ト」 が一 こ の人 た ち は アナ リス トと して だ け で は な く,し ば しば ア ク ター

と して も活 動 す る の だ が一 それ に取 って代 わ った こ とだ とい う。 同様 の傾

向 は 約10年 遅 れ で 日本 で も見 られ る。 金 融 機 関 系 シ ン ク タ ン ク な ど に 属 す

る 「エ コ ノ ミス ト」 や 「アナ リス ト」 「ス トラテ ジス ト」 と い っ た 肩 書 き を

持 つ 人 た ちが,コ メ ンテ ー タ ー と して経 済 ニ ュー ス に登 場 す る頻 度 が格 段 に
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増えた。

日本で経済報道への注 目が高まったのは,バ ブル期初頭であろう。プラザ

合意翌年の1986年,朝 日,読 売,毎 日,日 経 という主要全国紙が こぞって

経済欄を拡張 したり,別 刷 りの経済セクションを開設 したりした。ただし,

これらは経済情勢についてより詳 しい報道 と論評を提供するというよりも,

一般読者に対 して 「投資と利殖のすすめ」を説 く記事が中心だったのである。

80年 代前半からすでに盛んになっていた企業財テ クが さらに過熱化 し,一

般家庭にも財テクブームが広が ってきたことを象徴する出来事であった(杉

田,2002;高 橋,1998)。 この時期のマスメディアは,ど こまで意図的であっ

たかは別にして,バ ブルを煽るのに一役買 ったと現在では評されている(杉

田,2002)。 ともあれ,バ ブル経済の興亡とその後の経済の長期停滞は,経

済ニュースに対する日本国民の関心をかき立てたといえよう。

ところで,そ もそも経済報道に期待される役割とは何であろうか。その答

えとしては,経 済学を学ぶ意義を説 く野口(2002)の 次の言葉が示唆的であ

る。第1に,わ れわれ個々人が自らの経済生活を改善 させたいと思うなら,

日本の経済が将来どのような方向に進んでいくかについて,あ る程度の見通

しを持つ必要がある。第2に,わ れわれの経済生活が政府の経済政策によっ

て左右 される以上,わ れわれ有権者はどのような経済政策が望ましいかを見

きわめ,そ れにもとづいて判断を示す必要がある。 これらの目的のためには,

一定程度の経済知識が不可欠である。

この主張に則るな らば,マ スメディアもまた公教育機関とな らんで,民 主

主義社会の有権者としてふさわ しい行動をとるに必要な経済知識(や 概念)

を,人 びとに伝播する役割を期待されているといえる。人びとを特定方向に

鼓舞 したり扇動 した りすることではなく,経 済に対する適切な状況認識の形

成に資することこそ,経 済報道の第一義的な役割 といえよう。
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(2)テ ー マ と して の 「日本 の 経 済 状 況 」

われわれが今回研究対象として選んだテーマは,低 迷を続ける現在の 「日

本の経済状況」である。不良債権処理や財政赤字問題といった個別的な経済

問題に立ち入るのではな く 後述するように,個 別の問題に特化すればす

るほど,一 般の人びとがそれについてどれだけ詳細な知識を持 っているかが

疑わ しい 今の日本の状況をどう捉えるか,い ったいどのあたりに問題が

あるのか,と いう概括的なレベルで人びとの認識を調べることにした。

1980年 代後半のバブル期にはわが世の春を調歌 していた 日本経済が,90

年初頭のバブル崩壊後,長 期低迷にあえいでいる。経済成長率,失 業率,株

価,物 価上昇率など,ど の指標で見ても過去10年 以上にわた り経済好転 の

きざしが見えない。経済のグローバル化に伴 う日本企業の国際競争力低下や

国内産業の空洞化,そ してデ フ レスパ イラル の懸念。 対GDP比140%

(2002年 度末政府見通 し)に 達する国と地方の長期債務残高,少 子高齢化 と

人口減といった中長期的な懸念材料 も悲観論に拍車をかける。国民をさらに

困惑させる要因は,経 済状況に対する診断や処方箋が専門家や実務家の間で

大 きく食い違うことである(cf.東 谷,2002)。 長期不況の原因として景気循

環的要因を重視する者 もいれば,よ り構造的な要因を重視 し,「 構造改革」

こそが必要だと主張する者もいる。政府 も政府で軸足が定まらず,ブ レーキ

とアクセルを交互に踏むような,一 貫性に欠けた政策を続けてきた(大 田 ・

吉田,2001)。

こうしたなかで,"素 人"は 素人な りに日本の経済状況をどう認識 して

きたのか,そ してマスメディアの経済報道 は,そ うした一般 の人 びとの認

識にどのような影響を及ぼしてきたのか。これが本研究の主たるテーマであ

る(2)。
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③ メ デ ィア フ レー ミ ン グ効 果

そ もそ も経 済 は 専 門 性 の 高 い領 域 で あ り,ジ ャー ゴ ンや数 字 が とび か い,

門外 漢 に は理 解 しづ ら い事 柄 が 少 な くな い。 海 外 で実 施 され た 調 査 で は,一

般 の人 び との経 済 知識 レベ ル は総 じて低 い こ とが 示 唆 さ れ て い る。 た とえ ば,

知 識 テ ス トを 試 み た研 究(Adoni&Cohen,1978)や フ ォ ー カ ス グ ル ー プ イ

ンタ ビ ュー を 用 い て ニ ュ ー スの 理 解 を定 性 的 に調 べ た 研 究(Goddard,Cor-

ner,Gavin,&Richardson,1998)な どが 例 と して挙 げ られ る。 こ の う ち 前

者 で は,イ ス ラ エ ル で18歳 以 上 を対 象 に実 施 した調 査 の 中 で,「 付加 価値 税」

「通 貨 の 切 り下 げ」 「国 民 総 生 産 」 とい った8種 類 の経 済 用 語 を 提 示 し,そ の

定 義 につ いて 自 由 回答 方 式 で た ず ね て い る。 そ の 結 果,回 答 者 の約6割 が0

点 で あ った。 日本 で は 世 論 調 査 の際 に あ る用 語 につ い て簡 単 に 説 明 したあ と

で,そ れ を知 って いた か ど うか たず ね る質 問 が行 な わ れ る こ とが あ る。 こ う

い う質 問 の仕 方 を す る と 「知 っ て い る」 と答 え る人 が か な りの 数 に上 る こ と

が あ るが(e.g.植 木,2002),も し厳 密 な知 識 テ ス トを 行 な え ば,結 果 は 海

外 の事 例 と似 た り寄 っ た りで は な い か と推 測 さ れ る。

とは い え,経 済 用 語 の知 識 だ け で人 び と の経 済 へ の理 解 度 を 測 れ る わ けで

は な い だ ろ う。 一 般 の 人 び と は経 済 的 ジ ャー ゴ ンに つ い て は 必 ず しも詳 細 な

知 識 を持 って いな いか も しれ な い が,そ の とき どき の経 済 状 況 や 経 済 問題 に

対 して は 一 定 程 度 大 づ か み の理 解 は持 って お り,そ れ が経 済 政 策 に対 す る世

論 の 基礎 にな って い る と仮 定 す る こと は,人 間 の情 報 処理 に お け る ヒ ュー リ

ス テ ィ ック スの 観 点 か ら も理 に適 って い る。 本 研 究 で フ レー ミ ング概 念 を取

り上 げ る意 義 は こ こ に あ る。

「フ レー ミン グ効 果 」(framingeffects)と は,マ ス コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

研 究,と くに政 治 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン研 究 の分 野 で1980年 代 に登 場 し,と

くに90年 代 以 降,注 目を 集 め る よ う にな った 理 論 仮 説 で あ り,特 定 の 公 共
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的 争 点 につ い て報 道 す る際 に メ デ ィアが 用 い る解 釈枠 組 み(=メ デ ィア フ レー

幽
ム)が,同 じ争 点 に対 す る受 け手 の解 釈 枠 組 み(=受 け手 の フ レー ム)を 規

卒 す る と考 え る もの で あ る。 言 い換 え れ ば,あ る公 共 的 争 点 に対 す る メ デ ィ

ア の 視 点 ・切 り口 が,人 び との争 点 認 識 の仕 方 に影 響 を 及 ぼ す と主 張す る も

の だ が,そ の 影 響 は認 知 レベ ル に と どま らず,人 び とが そ の 問 題 を1どう評 価

し,そ れ に関 して ど う行 動 す るか と い う レベ ル に も波 及 す る可 能 性 が 高 い と

想 定 され て い る。

フ レー ミン グ研 究 につ いて の レ ビュ ー は余 所 で試 み て い るの で こ こで は省

略 す るが(竹 下,1998;竹 下 ・井 田,2003),同 じ フ レー ミ ン グ(な い しは

フ レー ム)と い う用 語 を用 い て いて も,概 念 化 の仕 方 や研 究 方 法 には 多 種 多

様 な もの が あ る。 パ ラ ダイ ム とな る よ うな 中 心 的 な業 績 が あ る とい うわ けで

はな く,い わ ば群 雄 割 拠 の状 態 で あ る。

しか し,こ れ ま で の メデ ィア フ レー ミ ング効 果 研 究 を概 観 す るな らば,フ

レー ム を ど う概 念 化 す るか に 関 して,「 争 点 特 定 型 」 フ レー ム を 用 い る 研 究

と 「汎 用 型 」 フ レー ム を用 い る もの とに大 別 で き るだ ろ う。 前 者 は,研 究 対

象 とな る争 点 の た め に特 別 に しつ らえ た フ レー ムで あ り,後 者 は複 数 の(理

想 を いえ ば,幅 広 い多 種多 様 な)争 点 に適 用 可 能 な よ う に定 義 され た フ レー

ム で あ る。 争 点 特 定 型 フ レー ム の ほ うが,特 定 の公 共 的争 点 を 描 写 す る場 合

に 微 妙 な ニ ュ ア ンス を よ り的 確 に表 現 し うる どい うメ1プ ッ トは あ る(例 と し .

てGamson,1992)。 しか し,争 点 ご とに,ま た 研 究 者 ご と に フ レー ム モ デ

ル が 変 わ る可 能 性 が 高 く,個 々 の研 究 間 で の知 見 の比 較 や 追試 が 難 しい。 そ

の 点 で は,適 用 範 囲 が 広 い汎 用 型 フ レー ム の ほ うに メ リッ トが あ る。 本 研 究

が 汎 用 型 フ レー ムを 指 向す るの もそ のた めで あ る。 ●

と は い え,汎 用型 フ レー ム を使 った 従来 の 研 究 に も問 題 点 はあ る。 第1に,

汎 用型 で しば しば 用 い られ て き たの は くエ ピ ソー ド型 対 テ ー マ 型 〉(lyen・

gar,1991)や く戦 略 型 対 争 点 型 〉(Cappella&Jamieson,1997),〈 倫 理
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的 価 値 型 対 物 質 的 価 値 型 〉(Shah,Domke,&Wackman,1996)と い っ た

二 項 対 立 型 の フ レー ム モ デル で あ った。 これ は わ か りや す い もの の,メ デ ィ

ア描 写 や 人 び と の争 点 認 識 を分 析 す る うえ で は単 純 化 され す ぎて い る よ う に

思 え る。 第2に,し た が ってう2項 目よ り も多項 目モ デ ル を 用 いた 研 究 の ほ

う が そ の 点 で は 望 ま し い よ う に 見 え る。 た と え ば,W.ニ ュ ー マ ン ら

(Neuman,Just,&Crigler,1992)の5項 目モ デ ル(経 済,対 立,無 力 さ,

ヒュ ー マ ンイ ンパ ク ト,道 徳 的価 値)やV.プ ライ ス ら(Price,Tewksbury,

&Powers;1997)の3項 目モ デ ル(対 立,ヒ ュー マ ンイ ン タ レス ト,影 響),

P.バ ル ケ ンブ ル ク ら(Valkenburg,Semetko,&deVreese,1999)の4項

目 モデ ル(対 立,ヒ ュー マ ンイ ン タ レス ト,責 任,経 済 的影 響)な どで あ る。

だが,既 存 の多 項 目モ デ ル が,カ テ ゴ リー の包 括性 を どの 程 度 まで 考 慮 して

作 成 さ れ た のか,必 ず し も明確 で は な い。 と りあ え ず 寄 せ 集 め の 項 目 と い っ

た感 じがす る もの もあ る。 第3に,多 項 目モ デ ル を 用 い た 既 存 の 研 究 で は,

受 け手 の争 点 フ レー ム を実 験 的状 況 で 測定 した り,あ るい は フォー カス グル ー

プ イ ンタ ビ ュー で探 り出 す とい う方法 を と って い る。 知 見 の 外 的 妥 当 性 を保

証 す る た め に も,自 然 的状 綿 で代 表性 の あ るサ ンプル を 対 象 と レた研 究 が 必

要 で あ る し,ま た,よ り標 準 化 され数 量 的 処理 に適 した フ レー ム測 定 方 法 が ▼

工 夫 さ れ る べ き で あ ろ う。

こ う した課 題 す べ て に 応 え る こ と はで き な い が,本 研 究 で は,A.エ ー デ

ル ス テ イ ン,伊 藤 陽一,H.ケ ップ リ ンガ ー(Edelstein,Ito,&Kepplinger,

1989)が 提 起 した 「問 題 状 況(problematicsituations)」 図 式 を援 用 して,

汎 用 性,包 括 性 の よ り高 い 多項 目 フ レー ム モデ ル を 用 い た研 究 を試 み た。 ま

た,事 前 調 査 と して フ ォー カ ス グル ー プ イ ンタ ビュ ー を行 な い,そ の結 果 か

ら大 量 調 査 用 の質 問 を作 成 す る こ とで,フ レー ム測 定 の定量 化 を容 易 に した。

これ らの点 で本 研 究 は,自 然 的 状 況 に お け る フ レー ミ ング効 果 の探 究 に一 定

の貢 献 を な しう るの で は な い か と考 え る。
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2.調 査 の概 要

(1)本 研究の特徴

メ デ ィア フ レー ミ ング効 果 を 追 究 す る に あた り,本 研 究 で は次 の2点 に留

意 した 。

1)争 点 特 定 的 な ア ドホ ッ クな フ レー ム モ デ ル を 用 い るの で は な く,1汎 用

性,包 括 性 の高 い,多 項 目の フ レー ム モ デ ル を 用 い る。

2)大 量 調 査 に適 した,信 頼 性 の高 い定 量:的方 法 で,受 け 手 の フ レー ム を

測 定 す る こ と。

汎 用型 フ レー ム モ デル の 枠 組 み と して わ れ わ れ が着 目 した の が,エ ー デ ル

ス テ イ ン らが 提 起 した問 題 状 況 図 式 で あ る。 これ は,人 が あ る状 況 を何 故 に

問題 を は らん だ もの(problematic)と して 認 識 す る のか 。 そ の さ ま ざ ま な

理 由 を体 系 的 な カ テ ゴ リー に ま とめ た もの で あ る。 エ ー デル ス テ イ ン らは,

哲 学 者J.デ ュ ー イ の議 論 そ して よ り直 接 的 に は教 育 心 理 学 者 の,教 育 に

お け る問 題 解 決 に 関 す る研 究 に依 拠 しな が ら,問 題 状 況 認 知 の分 類 を作 成 し

た。 それ は以 下 の よ うな7カ テ ゴ リー か らな る。

①Lossofvalue[損 失]:個 人 に と って の何 らか の価 値 あ るモ ノが 損 失

した状 態 。

②Needforvalue[必 要]=個 人 に と って の何 らか の 価 値 あ る モ ノ が 不

足 し,そ れ が求 め られ て い る状 態 。

③Institutionalbreakdown[制 度 崩 壊]=制 度 レベ ル で の 価 値 の 損 失。

統 治 機 構,教 育,家 族 と い っ た社 会 的制 度 が,適 切 に機 能 しな くな った

り,社 会 的 ニ ー ズ に合 わ な くな っ た状 態 。

④Socialconflict[対 立]:他 の ア ク タ ー 間,制 度 間 で 対 立 が 見 出 さ れ

る状 態。 個 人 間 や 政 府 間 で の 戦 争 や 競 合 ・競 争 な ど。
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⑤lndeterminatesituation[不 確 実 さ]:不 確 か で,曖 昧,混 乱 した 状

態。

⑥Stepstowardsolutions〔 解 決 へ の措 置]:問 題 解 決 に 向 け て の な ん

らか の 策 を 要 求 した り,提 案 した り,あ るい は策 が 実行 されて い る状態。

⑦Blocking[妨 害]:個 人 や 集 合 体 が,あ る ア クタ ー に よ っ て 進 路 を 妨

げ られ て い る状 態 。

い さ さか 抽 象 度 の高 い分 類 で は あ るが,し か しそ れ ゆ え に,多 様 な争 点 や

問 題 に適 用 可 能 だ と考 え られ る。 以 後,こ れ らの カ テ ゴ リー を 「問題 状況 フ

レー ム」 と呼 ぶ。 本 研 究 で は 「日本 の 経 済 状 況 」 を テ ー マ と し,問 題 状 況 フ

レー ム を適 用 しな が ら,メ デ ィア フ レー ミ ング効 果 の検 証 を試 み る。

② フ ォー カ ス グ ル ー プ イ ンタ ビ ュー と質 問 項 目の作 成

ま ず 予備 研 究 と して フ ォ ー カ ス グル ー プ イ ンタ ビ ュー を 実 施 した 。 全 部 で

5セ ッ シ ョ ン実 施 し,各 セ ッシ ョ ンの参 加 者 は5,6名 で あ っ た。 内 訳 は,

大 学 生 で2セ ッシ ョ ン(そ れ ぞれ 首 都 圏 の あ る国 立 大 学 と私 立 大 学 よ り;男

女 混合),30代 で 子 持 ちの 主 婦,40代50代 の 男 性 サ ラ リー マ ン,60代 の 退

職 ・半 退 職 者(男 女 混 合)で そ れ ぞ れ1セ ッ シ ョ ンず つ で あ る。 参 加 人 数 の

総 計 は28名,う ち女 性 が12名 で あ った。 各 セ ッシ ョ ンで は,低 迷 す る 日本

の 経 済 状 況 の うち,何 が い ち ば ん 問題 だ と思 うか を参 加 者 に 自 由 に語 って も

ら った(3)。この グル ー プ イ ンタ ビュ ー記 録 を も とに,そ して 問 題 状 況 図 式 と

の 対 応 に配 慮 しな が ら,意 識 調 査 で フ レ ー ム を測 定 す る た め の質 問 を 作成 し

た 。 完 成 した質 問項 目が,エ ー デ ル ス テ イ ン らの 問題 状 況 フ レー ム の どれ に

対 応 す るか を示 した の が 表1で あ る。

経 済 状 況 とい って も,そ こ には さ ま ざ ま な下 位 争 点 が 含 ま れ,ま た,下 位

争 点 ご とに 多 様 な 問 題 状 況 フ レ ー ム に もと つ く解 釈 が な され う る。 した が っ

(9)'9
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表1仮 説的分析枠組 み

問題状況 フ レーム

質 問 項 目
関連 す る

下位 争 点
損

失

必

要

制
度
崩壊

対

立

不確

実
さ

A.日 本 の景気 が低迷 している こと 景 気
H

B.失 業率 が上 が った り,就 職 が難 し

くな った りしている こと

雇 用
H

C.公 共事業や補助金 などで,税 金の

むだ使 いが見 られ ること

既得権益擁護
H

D.国 や地 方 自治体の 「借金」 が膨大

な額 にのぼ って いること

公的債務残高
H

E.,若 い世 代ほ ど,負 担 に見合 った額

の年金 がもらえない恐れがあること

年金制度
H

F.税 金 や年金 ・'健康保 険などの負担

が今後増え そ うな こと

公的負担
H

G,金 融機関の不良債権 の処理 がなか

なか進 まな いこと

不良債権処理
H

H.政 府や企業の情報公 開がなかなか

進 まな いこと

情報公開
H

1,年 功序 列賃金か ら業績給に変え る

企業 が増えてい ること

成栗主義
H

J.安 い輸入 品 との競争 に負けて しま

う国内産業 が見 られ ること

国際競争力
H

K.役 所が業界 を保 護 した り指導 した

りす る政策 が続 いて きたこ と

行政指導
H

L.「 結局,国 が何 とか して くれ る」

という意識 の人 が少 な くな いこと

官依存意識
H

注:表 中のHは,各 質問項 目の仮定された位置づけを示す。
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て,〈下位争点〉 × 〈問題状況フレーム〉の組み合わせば理論上 はかな りの

数 に上 ることになり,そ れらを網羅することは至難の業である。 しかし,現

実には,〈下位争点〉 × 〈問題状況フレーム〉の組み合わせの数 は一定限度

に収まっているのではないかとわれわれは考える。 ことに専門家だけでなく,

一般公衆をも巻き込んだ公共的議論の場においては,議 論の焦点はある程度

絞られて くるのではなかろうか。

そして,何 が焦点になるかの見当をつけるのが,フ ォーカス・グループイン

タビューの目的であった。参加者の発言記録にもとづき,さ らには新聞の論

調なども補足的に用いて,人 びとが 日本の経済状況のどこに問題を感じてい

るかを表わす 〈下位争点〉× 〈問題状況フレーム〉の代表的な組み合わせを

仮説的に構成 したのが表1のA～Lの 質問項 目である。表では項 目ごとに,

どの下位争点,ど のフレームに対応するかが示されている。

(3)意 識 調 査

上記の質問に加え,① マスメディア接触,② 国の重要課題の認知,③ 現在,

将来の暮 らし向きの予想,④ 政府 ・企業の役割 と 「自己責任」に関する意識

⑤政治関心,保 革イデオロギー,政 党支持などの政治意識,⑥ デモグラフィッ

ク属性,な どの質問を含めた調査票を作成 し,東 京都民を対象に意識調査を

実施 した。概要は以下のとおりである。

調 査 時 期2001年5月19日 ～6月4日

調査対象者 東京都在住の20～69歳 の男女800人

(住民基本台帳より二段無作為抽出)

調 査 方 法 留置調査法④

調査有効数(率)556人(69.5%)

東京都民を調査対象とした理由は,第1に,大 都市のほうがマクロな経済

問題や経済政策に対 して問題意識の強い人が相対的に多いと予想されるか ら
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である。たとえば,全 国各地で道路,河 川,港 湾設備などを整備する従来型

の公共事業は一種の所得再分配政策の側面を持ち,大 都市住民め納めた税金

が補助金 として地方に流れる仕組みを作ってきた。 こうした点からも,大 都

市住民のほうが,政 府の経済政策 に対する不満や批判がより強いのではない

か と推測される。第2の 理由として,内 容分析との関連がある。東京都はそ

のかな りの部分が全国紙の東京本社発行最:終版の配布区域に入っているので,

縮刷版をそのまま利用できるという点で,原 紙を自ら収集する場合よりも作

業が効率的にできる。

なお,調 査票に④政府 ・企業の役割 と 「自己責任」に関する意識の質問群

を加えたのは・人びとの経済認識の背後にあるイデオロギー的基層に対 して

考察を加えるためである。 この点については第4節 で詳述す る。

(4)内 容 分 析

マスメディアの経済ニュースにおけるフレー ミングの仕方を調べるために,

内容分析を実施 した。素材の入手可能性 という制約条件から,分 析対象のメ

ディアは新聞に限定 した。東京都民の主読紙である 「朝日新聞」と 「読売新

聞」(意 識調査の結果では,回 答者の69.8%が 両紙のいずれかを閲読 してお

り,う ち併読者は全体の7.9%で あった)を 分析対象 とした。

分析期間は2000年5月21日 から2001年5月19日 まで。これは,東 京都

民に対する意識調査の実施時期に先立つほぼ1年 間(52週)に あたる。各

曜日ごとに52日 の うち13日 分 を系統的に抽出 し,こ の13構 成週(con-

structedweeks)に 該当する日の朝刊 と夕刊(夕 刊休刊 日を除 く)を 分析

対象とした。

分析紙面は,毎 号毎号でもっとも重要 と判断されたニュースが掲載される

第1面 に絞 り,そ こに登場 した 「経済関連記事」を分析対象として選定 した。

ここでの経済関連記事 とは,基 本的に 「日本(国 内)経 済」 に関連 したもの
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で,生 産 や 消 費 の 動 向 につ い て だ け で な く,雇 用 や 政府 の経 済 政 策 な ど,か

な り広 い範 囲 に わ た って い る。 外 国 の経 済 や外 国企 業 の 動 向 な ど に言 及 して

い る記 事 は,日 本 へ の 影 響 が 記 事 の主 題 とな って い る場 合 に の み 分 析 に含 め

た。

対 象 記事 は,① 経 済 の 下 位 争 点,② 問題 状 況 フ レー ム の 両 カテ ゴ リー に も

とづ き分類 した。 分 析 単 位 は1本 ご との記 事 で あ る。 あ らか じめ 訓 練 を受 け

た2名 に学 部 学 生 が,各 対 象 記 事 の見 出 しお よ び(原 則 と しそ)本 文 の 第1

パ ラ グ ラ フ まで を読 み,コ ー デ ィ ング を行 な った(詳 しい手続 きに つい て は,

竹 下 ・井 田,2003を 参 照)。 コ ー ダ ー 間'の判 断 の 一 致 度 を示 す 信 頼 性 係 数

(Scott'spi;は,経 済 の 下 位 争 点 カ テ ゴ リー に 関 して は0.86,問 題状 況 フ レー

ムの カテ ゴ リー に関 して は0.79で あ り,い ち お う 満 足 の い く レベ ル に達 し

て い る と考 え て よ い だ ろ う。

3.経 済 報道 の フ レー ミング効 果

(1)受 け手の問題状況認識

東京都民を対象とした意識調査においては,表1のA～Lの 項 目リス トを

回答者に提示したうえで,次 のような質問を行なった。「今の 日本の経済 を

め ぐっていろいろな議論がありますが,あ なたご自身は,A～Lの ような事

柄はどの くらい問題だとお考えですか」。各項目ごとに 「かな り問題だ と思

う」「ある程度は問題だと思 う」「あまり問題 とは思わない」「問題とはいえ

ない」のいずれかで答えてもらった。問題 としての"大 きさ"な い しは"深

刻 さ"に ついてたずねるワーディングとなっているが,わ れわれはこの質問

を,各 項 目に対する重要性認知の指標 として用いることにする。

単純集計結果を示 したのが図1で ある。 この図では 「かなり問題だと思う」

「ある程度は問題だと思 う」 と回答 した人の比率を示 しているが,こ の2カ
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A.日 本の景気が低 迷 して い

ること

B.失 業率が上が った り,就

職が難 しくな った り して
いるこ と

C,公 共事業 や補 助金な どで,

税金 のむだ使 いが見 られ

ること

D,国 や地方 自治体 の 「借金」

が膨大 な額 にの ぼ って い

ること

E,若 い世代ほ ど,負 担 に見

合 った額 の年 金 が も らえ

な いおそれがある こと

F,税 金や年金 ・健 康保 険 な

どの負担 が今 後 増え そ う

な こと

G,金 融機関の不良 債権 の処

理が なかな か進 まな い こ

と

H.政 府や企業の情 報公 開が

なか なか進 まない こと

1,年 功序列賃金か ら業 績給

に変 える企業 が 増え て い

ること

J,安 い輸入品 との 競争 に負

けて しま う国 内産業 が見

られ ること

K.役 所が業界を保 護 した り

指導 した りす る政策 が続
いてきたこと

L.「 結局,国 が何 とか して

くれる」 とい う意識 の人

が少 な くない こと
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注:質 問 「A-rの日本の経済をめ ぐっていろい ろな議論があ りますが,あ なたご自身 はA～L

の ような事柄 は どの くらい問題 だとお考 えですか」。

回答選択肢 で 「かな り問題 だと思 う」(左側 隠)と 「ある程度は問題だ と思 う」(右側□)

と答えた人 の比率。(N=556)

図1日 本 の経済 状況 に対す る問題認識
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テ ゴ リー を合 わ せ て 回 答率8割 を 超 え る項 目 が12項 日 中7項 目 も あ る。8

割 に は達 しな い が7割 以 上 の 回 答者 が 問 題祝 す る項 目 も3項 目あ る。 主 と し

て フ ォ ー カ ス グル ー プ イ ンタ ビュ ー の結 果 か ら構 成 した,日 本 経 済 の 問 題 状

況 に 関 す る言 明 が,よ り一 般 的 な サ ンプ ル に よ って も是 認 され た こ とを,こ

の結 果 は 示 唆 して い る。 ・

さて わ れ わ れ は,各 項 目 に対 す る 回答 比 率 の高 低 よ り も,人 び との 回 答 の

パ タ ー ンに 関 心 が あ った。 日本 経 済 に対 す る 問題 状 況 認 知 が ど う構 造 化 され

て い るか,仮 定 した 問 題状 況 フ レー ム ご と に 関連 項 目が ま と ま る の か,と い

う点 で あ る。 そ こで,回 答 選 択 肢 を4fイ ン トス ケ ー ル(「 か な り問 題」;4

点,か ら 「問 題 とは い え な い」=1点)と み な し,因 子 分 析(主 因子 解,バ

リマ ック ス 回転)を 行 な った。 結 果 を 示 した のが 表2で あ る。

表2「 経済状況 に対 す る問題認識」因子分析結果

(主因手解,バ リマ ックス回転)

質問項目 第1因 子 第2因 子 第3因 子 第4因 子

(略記) 〔制度崩壊〕 〔損失〕 〔不確 実 さ〕 〔対立〕

H.情 報 公 開 0.65 0.20 一 0.20

G.不 良債権処理 0.63 0.26 0.23 }

K.行 政 指 導 0.60 一 一 『

D.公 的債務処理 0.53 0.36 0.32 一 〇
.11

L.官 依 存 意 識 0.52 } 0.14 0.18

C.既 得権 益擁護 0.48 0.35 0.18 一 〇ユ1

F.公 的 負 担 0.10 0.66 0.15 0.23

E.年 金 制 度 0.17 0.65 一 一

A.景 気 0.18 一 0.71 0.10

B.雇 用 *一 0.25 0.59 0.25

1.成 果 主 義 一 0.11 一 0.56

J.国 際 競 争 力 0.23 一 0.26 0.50

固 有 値 3.91 1.39 L21 1.05

寄 与 率(%) 17.5 10.9 9.6 6.7

注=事 因子負荷量の絶対値が0.10未満のセル。
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固有値1.0以 上の基準で4つ の因子が抽出された。第1因 子は 「H.政府や

企業の情報公開がなかなか進まないこと」「G.金融機関の不良債権の処理が

なかなか進まないこと」「K.役所が業界を保護 したり指導 したりする政策が

続いてきたこと」など6項 目の因子負荷量が特に高い。問題状況フレームの

観点から解釈すると,こ れは 「制度崩壊」フレームを表わす因子だといえる。

第2次 世界大戦後,敗 戦の焼け野原から奇跡の高度経済成長を成 し遂げ,ま

た,70年 代石油ショックの危機も乗 り越え,他 国もうらやむ高度なパフォー

マンスを誇ってきた日本の経済 システムが,い まや変化に適応できず,数 々

の機能障害を引き起こしている……。こうした観点から現在の日本経済の状

況を理解 しようとするのが,こ のフレームである。

第2因 子は,「F,税 金や年金 ・健康保険などの負担が今度増えそうなこと」

「E.若い世代ほど,負 担に見合った額の年金が もらえない恐れがあること」

の2項 目の因子負荷量が高い。これは,「損失」 フレームと解釈 できよう。

A.エ ーデルステインら(Edelstein,Ito,&Kepplinger,1989)の 元来の定義

では,「損失」 とは過去一現在の時間軸 に関わるもので,過 去 に保持 してい

た価値あるモノが失われつつあるという点を問題祝するフレームである。 し

か し,今 回の例のように,将 来実施が確実視されている増税や年金減額といっ・

た 「予期される損失」 も,こ のフレームに含めてよいのではなかろうか。

第3因 子は,「A.日 本の景気が低迷 していること」 「B.失業率が上が った

り,就 職が難 しくなったりしていること」の2項 目を中心 としたものである。

不況低迷や雇用難 といった問題は,資 金難におちいった経営者や就職を控え

た学生など問題の渦中にある人びとだけでな く,社 会全体 に対 して も先行き

不透明で何となく不安な雰囲気を醸成す る。問題状況図式の中では 「不確実

さ」フレームに相当するといえよう。

最後の第4因 子は,成 果主義(1)や 国際競争力の低下(J)に 関する項 目

が高い因子負荷量を持つもので,「対立」フレームに相当 しよう。 エーデル
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ステインらの説明によると,こ のフレームには,抗 争や闘争だけでなく,競

争 もまた含まれる。企業への成果主義の導入は,従 業員間での競争の激化を

意味 し,ま た,旧 社会主義国が市場経済に参入することで,日 本国内の企業

は,内 外の企業との激 しい競争にさらされることになる。

このように因子分析の結果では,A～Lの12項 目は 「制度崩壊」「損失」

「不確実 さ」「対立」 という4つ の問題状況フレームにまとまるようである。

表1に 示 したように,わ れわれの分析枠組みでは,以 上4つ に 「必要」フレー

ムを加えた5フ レームに,12項 目は収まると仮定 されていた。 当初の仮定

と分析結果とを対比させて示 したのが表3で ある。情報公開(H)や 官依存

意識(L)に 関する項 目は,「必要」 フレームに相当す ると,当 初われわれ

は想定 していた。情報公開の促進にせよ,官 依存意識からの脱却にせよ,従

来の日本型システムに欠けていたものを導入することだと考えたからである。

だが,回 答者はこれら2項 目を 「制度崩壊」フレームに属するものとみなし

たようである。時代の変化の要求に制度が対応できない,と いう文脈で解釈

したのかもしれない。 このように予想外の部分 もあるが,残 り10項 目に関

しては,因 子分析結果を見る限 り,わ れわれの仮定 と回答者の解釈 した問題

状 況 フ レー ム とは合 致 して い た。 『

(2)新 聞の経済報道

先に掲げた分析手順にもとづき,朝 日新聞,読 売新聞の第1面 の経済関連

記事に対する内容分析を行なった。まず,該 当記事1本1本 につき,そ の中

心的テーマ 内容の枝葉ではな く幹の部分 を取 り上げ,下 位争点カテ

ゴリーに もとづき分類を試みた。1本 の記事は原則 として1つ のカテゴリー

に振 り分けたが,内 容によっては,2つ のカテゴリーにダブルコーディング

したものもある(複 数コーディングは2カ テゴリーまでとした。問題状況フ

レームの場合も同様)。 そして,次 の段階では,各 記事が出来事や問題の描

(17)17



政経論叢 第72巻第1号

表3仮 説的分析枠組みと因子分析結果との比較

問題状況 フレー ム「

質 問 項 目
関連す る

下 位争 点
損

失

必

要

制
度崩

壊

対

立

不
確
実
さ

A.日 本 の景気 が低迷 している こと 景 気 H

A

B,失 業率 が上 が った り,就 職 が難 し

くな った りしている こと

雇 用 H

A

C.公 共事業 や補 助金 な どで,税 金 の

むだ使 いが見 られ ること

既得権益擁護 H

A

D,国 や地方 自治体 の 「借金」 が膨大

な額 にのぼ ってい ること

公的債務残高 H

A

E,若 い世代 ほ ど,負 担に見合 った額

の年金 がもらえない恐れがあること

年金制度 H

A

F,税 金 や年金 ・健康保 険などの負担

が今後増 えそ うな こと

公的負担 H

A

G.金 融機 関の不 良債権 の処理 がなか

なか進 まない こと

不良債権処理 H

A

H.政 府 や企業 の情報 公開がなかなか

進 まない こと

情報公開 H

A

1.年 功序列賃 金か ら業績給 に変え る

企業 が増 えてい ること

成果主義 H

A

J.安 い輸 入品 との競争 に負けて しま

う国内産業 が見 られ ること

国際競争力 H

A

K.役 所 が業界を保護 したり指導 した

りする政策が続いて きた こと

行政指導 H

A

L.「 結 局,国 が何 とか して くれる」

とい う意識 の人が少 なくない こと

官依存意識 H

A

注:表 中のHは,各 質問項目の仮定された位置づけを示す。Aは,因 子分析の結果か ら推定

される,各 質問項目の位置(表2参 照)。
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写 に際 して どの よ うな フ レーム を 採 用 して い るか を,問 題 状 況 カ テ ゴ リー に

もと づ き分 類 した。 こ こで は(コ ー ダ ー 自身 が そ の問 題 を ど う解 釈 す るか で

は な'く)あ くま で も記 事 の 執 筆 者 が 当の 問 題 を ど の よ うな フ レー ム に よ って

定 義 しよ う と して い るか,そ れ を 記 事 中の 明 示 的 な記 述 か ら類 推 す る こ と に

重 点 を置 い た。1本 の記 事 は,こ こで も原 則 と して1つ の 問題状 況 カ テ ゴ リー

に分 類 した が,な か に は2カ テ ゴ リー に振 り分 け た もの もあ る。

まず,下 位 争 点 に よ る分 類 の 結 果 を示 した のが 表4で あ る。

1面 の経 済 関連 記 事 の 総 数 で い え ば,お も しろ い こ とに朝 日 も読 売 も ほ ぼ

同数 で あ る。 ま た 両紙 に共 通 して い るの は,「 そ の 他」 の カ テ ゴ リー の 比 率

の多 さで あ る。 これ は,コ ーデ ィ ングの 仕 方 と も関係 して い るの だ ろ う。 原

則 と して,政 府 関連 の 会 議 日程 や 個 別 企 業 の動 向,株 式 市 場 や 外 国 為替 市 場

の値 動 き な どで,出 来 事 の 事 実 の み を伝 えて い る記 事 は 「そ の 他」 に 分 類 し

た。 と くに1面 に は この 種 の 記 事 が 多 い ⑤。 た と え ば,「 東 証,終 値 ○ ○ 円

安 」 とい った よ う に,東 京 株 式 市 場 の 日経 平 均 株 価 が 日々 ど う変 動 した か と

い う こ とだ け を伝 え る記 事 は 「そ の他 」 に入 れ た。 しか し,「 株 続 落,○ ○

円,バ ブ ル 後最 安 値 を 更 新 」 と い った見 出 しが付 く場 合,日 本 経 済 の 長 期 低

迷 を 印象 づ け る効 果 が あ る と考 え られ る の で,こ ち らの記 事 は 「景 気 」 に分

類 され る。

表4を 見 る と,1年 間 に わた る経 済 報 道 で は,さ ま ざま な下 位 争 点 が ほ ぼ

同程 度 に取 り上 げ られ て い る こ と が わ か る。 そ の 中 で も,相 対 的 に よ く取 り

上 げ られ て い るの は 「既 得 権 益 擁 護 」 で あ る。 両 紙 の 下 位 争 点 出 現 頻 度 の パ

タ ー ンは基 本 的 に は似 て い る。 順 位 相 関 係 数 を と る と,.72(Spearman'sρ,

N=12)と な り,統 計 的 に も有 意 な 関連 が あ る(5%水 準,片 側 検 定)。

次 に,1面 の 経 済 報 道 に お け る 問題 状 況 フ レー ム の 分布 を 示 した の が,表

5で あ る。 内 容 分 析 で は,先 に紹 介 した 問題 状 況 図 式 の7カ テ ゴ リー の ほ か

に,「 解 決 策 の 帰結(Consequencesofsolutions)」(解 決 策 を講 じた結 果 や
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表4新 聞の経済報道における†位争点

下 位 争 点 朝 日
…上 士員冗 冗 朝 日 ・読売

合 計

景 気 4.8 4.9 4.8

雇 用 2.9 4.9 3.9

既得権益擁護 9.6 8.3 8.9

公的債務残 高 1.4 一 0.7

年 金 制 度 3.3 1.5 2.4

公 的 負 担 3.3 6.3 48

不良債権処理 4.8 6.3 5.6

情 報 公 開 3.8 3.9 3.9

成 果 主 義 一 0.5 0.2

国 際 競 争 力 1.0 2.4 L7

行 政 指 導 5.3 3.4 4.3

官 依 存 意 識 1.0 一 0.5

そ の 他 59.8 58.5 59.2

(N), (209) (205) (414)

注:複 数 コーデ ィングの ため,列 の合計 は100%を 超える場合があ る。

表5新 聞 の 経 済 報 道 に お け る 問題 状 況 フ レー ム

問題状況 フ レーム 朝 日
芸上 士両冗 冗 朝 日 ・読 売

合 計

損 失 L2 1.2 L2

必 要 一 2.4 L2

制 度 崩 壊 11.9 .30 .6 21.3

対 立 1.2 2.4 1.E

不 確 実 さ 11.9 4.7 8.3

解 決 へ の 措 置 28.6 40.0 34.3

妨 害 1.2 L2 1.2

解決策の帰結 1.2 1.2 1.2

問題状況の否定 一 一 一

言 及 な し 52.4 31.8 42.0

(N) (84) (85) (169)

注:複 数 コーデ ィングのため,列 の合計は100%を 超 える場合 があ る。

下位争点 カテ ゴリーで 「その他」に該当す る記事 は,分 析 か ら除

外 した。
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それに対する評価),「 問題状況の否定(Denialofproblematicsituations)」

(状況が問題含みであるということ自体を否定する言説),お よび 「問題状況

への言及なし」が付加された。エーデルステインら(EdelsteinetaL,1989)

が実施 した内容分析や,や はりこの問題状況図式を援用 して選挙報道の分析

を行なったA,メ イジャー(Major,1992)の 研究に準 じたものである。

表5で は,〔下位争点〕 × 〔問題状況フレーム〕の組み合わせ という,分

析枠組みの趣旨に合わせるために,下 位争点の分類で 「その他」に該当した

記事は分析から除外 してある。まずわかるのは,「 問題状況への言及な し」

の記事が3～5割(新 聞によって異なる)を 占めることである。上述の例で

言えば,「株続落,○ ○円,バ ブル後景安値を更新」 という見出しの記事 は,

下位争点カテゴリーでは 「景気」に分類 したが,さ らに,本 文中で最安値を

更新 したことに関する分析や対策あるいは評価がとくに記されていない場合

には,問 題状況フレームに関しては 「言及な し」と分類 した。

問題状況フレームの中では 「解決への措置」の比率が高い。財政や金融,

福祉政策に関する政府高官や政治家の発言,財 界や企業 トップの発言などを

報 じた記事では,経 済問題に対する何 らかの対策に言及されることが多いか

らである。また,読 売新聞でこのカテゴリーの比率が特に高 くなっているの

は,こ の新聞の方針である 「提言報道」が1面 に掲載されているためであろ

う。「解決への措置」に次いで多 く現われるフレームは 「制度崩壊」や 「不

確実 さ」であり,こ れは朝 日,読 売のいずれの場合 も同じである。

ところで,わ れわれは,少 な くとも一般の人びとをも巻き込むような公共

的議論においては,特 定の下位争点は特定の問題状況フレームの観点から理

解 され,ま た論 じられる傾向があるのではないかと仮定 した。意識調査の分

析結果は,大 枠においてこの仮定を支持するものであった(表.3)。 では,

新聞の経済報道においてはどうであろうか。

下位争点と問題状況フレームとのクロス集計結果を示 したのが表6で ある。
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表6下 位争点 × 問題状況 フ レーム(朝 日 ・読売合 計)

下位争点

景 気

雇 用

既得権益擁護

公的債務残高

年 金 制 度

公 的 負 担

不良債権処理

情 報 公 開

成 果 主 義

国 際競 争 力

行 政 指 導

官依 存 意 識

損失 必要 鑛 対立 鐵 灘 妨害 縢 麗 …
　

一 一 一 一40
.0115.0一 一55.0(20)

　
6.3-6.3-18.8118.8一 二62.5(16)

1
一 一27

.0一 一116.22.7-67.6(37)　
一 一 一 一33

.3133.3-33.333.3(3)

ilO
.0-50.0-10.0;40.0一 一20.0(10)

　
一 一5

.0一 一130.0一 一65.0(20)

1
一 一34 .8-4.3173.9一 一8.7(23)

　
一 一62 .5一 一125.0一 一25.0(16)

1
一 一 一 一 一1一 一100

.0一(1)

　
一 一 一42 .9-128.6一 一42.9(7)

1
-11 .15.6一 一183.35.6-16.7(18)

　
一 一 一 一 一150

.0一 一50.0(2)

注:複 数 コーデ ィングのため,行 の合計は10(%を 超え る場合が ある。下 位争点 カデゴ リー で

「その他」に該 当す る記事は,分 析か ら除外 した。

本研究の分析枠組みでは,問 題状況図式のうち,当 初から5フ レームしか用

いていなかった(さ らに,意 識調査の分析結果では4フ レームにまとまった)。

そこで,と くに表の左半分の分布のパターンを表3の それと比べてみよう。

すると,両 者は完全に一致するとは言い難いが,し か し,表6に おける相対

的に比率の高いセル(〈下位争点〉× 〈問題状況フレーム〉の組み合わせ)

は,表3の 結果と大枠において対応 しているように見える。ただ し,表6に

おいては,当 の下位争点に該当する記事数がそもそも少ないため,百 分率で

表記 し比較することが必ずしも適切でない行 もある。その点には注意が必要

である。

(3)フ レ ー ミン グ効 果 仮 説 の検 証

新聞の経済報道における下位争点や問題状況フレームの出現頻度について
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検 討 して き た が,次 に,メ デ ィア フ レー ミン グ効 果 の検 証 に移 ろ う。

表5の 一 部 を再 掲 した の が 表7で あ る。 これ は,1面 の 経 済 報 道 に お け る

問 題 状 況 フ レー ム の 出現 頻度 を,朝 日 ・読 売 二 紙 合 計 で集 計 した もの で ある。

下 位 争 点 の場 合 と同 様,両 紙 の フ レー ム 出現 傾 向 は 比較 的良 く似 て お り,順

位 相 関係 数 で は.73(Spearman'sρ;N=8),5%水 準 で有 意 で あ った(片 側

検 定)。 ま た,前 節 で 述 べ た よ うに,意 識 調 査 の 回 答 者 の7割 が 両 紙 の い ず

れ か を 閲読 して い た 。 そ こで,両 紙 の 集 計 結 果 の合 計 を も って,調 査 回 答者

が 日頃読 ん で い る新 聞 の 経 済 報 道 で,ど の 問題 状 況 フ レー ム が 相 対 的 に 強 調

さ れ て い た か の 指 標 と見 なす こ と は妥 当 で あ ろ う。 本研 究 の 分 析 枠 組 み は,

予 備 的 フ ォ ー カ ス グル ー プ イ ンタ ビュ ー の結 果 に も とづ き,オ リジナ ル の 問

題 状 況 フ レー ムの う ち,「 損 失 」 「必 要 」 「制 度 崩 壊 」 「対 立 」 「不 確 実 さ」 の5

フ レー ムを 用 いて 構 成 さ れ て い る。 そ の範 囲 で 見 る と(表 の 上 段 部 分),新

聞 で最 も強 調 さ れて い た の は 「制 度 崩 壊 」 フ レー ムで あ り,そ れ に続 くの が

表7新 聞の経済報道 にお ける問題状況

フ レーム(朝 日 ・読売合計)

問題状況 フ レーム

損 失 1.2

必 要 1.2

制 度 崩 壊 21.3

対 立 1.8

不 確 実 さ 8.3

解 決 へ の 措 置 34.3

妨 害 1.2

解決策の帰結 1.2

問題状況の否定 一

言 及 な し 42.0

計 112.4

N 169

注:複 数コーディングを認めているため,

合計は100%を 超える。
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「不 確 実 さ」 フ レー ム,残 りの3フ レー ムの 出 現 頻 度 はず っ と低 くな る。

も し,メ デ ィ アか ら受 け手 へ の フ レー ミ ング効 果 が 存 在 す る とす れ ば,あ

る争 点 に 関 して メデ ィ ア報 道 で強 調 され た フ レー ム ほ ど,同 じ争 点 に関 す る

受 け手 フ レー ム に も反 映 され る傾 向 が 見 られ るだ ろ う。 た だ し,受 け手 の 誰

もが,メ デ ィア で強 調 され た フ レー ム を 同 じよ うに 受 け 入 れ る と い うわ け で

は な く,関 連 す る メ デ ィア情 報 へ の"感 受性"が 強 い 人 ほ ど,影 響 を 受 け や

す い こ とが 予 想 さ れ る。 そ こで 次 の よ うな仮 説 を立 て て み た。

仮説:メ デ ィアの経済報道への注意度が高い人ほど,報 道内で強調 される

問題状況フレームを,よ り重要なものと認知する傾向がある。

メディア(こ こでは新聞だが)の 経済報道への注意度のメジャーは,「 平

日の新聞閲読時間」と 「政府の経済政策への関心度」(厳密 に言えば,「新聞

やテレビのニュースを見るとき,こ のような話題にどの程度関心があります

か」という質問への回答:).とをかけ合わせることで構成 した。他方,各 問題

状況フレームの重要性認知のメジャーは,表2の 因子分析結果 にもとづいて

いる。意識調査での回答結果から4つ の問題状況フレームに対応すると解釈

可能な因子が抽出されたが,各 因子 ごとの因子得点スケールを,対 応する問

題状況フレームの重要性認知のメジャーとみな した。

仮説の検証結果を示したのが表8で ある。新聞の経済報道で最も強調 され

ていたフレームは 「制度崩壊」であった。 この問題状況フレームに関しては,

経済報道への注目度 とフレームの重要性認知 との間に有意な正 の関連(.31)

が見られる。また,メ ディアで2番 目に強調されていた 「不確実さ」 フレー

ムに関 しても,「制度崩壊」の場合よ りは若干弱いものの,や はり有意 な正

の関連(.17)が 見出された。 さらに,こ れらが見かけの相関かどうかをチェッ

クするため,い くつかの変数をコントロール してみた。新聞への接触は性別

や年齢によって偏る傾向がある。また,政 党支持一 ただし,今 回は与党を
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表8フ レー ミング効果 のテス ト:新 聞の経 済報道への

注意度 と各 問題状況 フレームの重 要性認 知 との関連

(ピアソ ン相 関係数)

問題状況 フ レーム 単相関 偏相関

損 失

制 度 崩 壊

対 立

不 確 実 さ

一 〇
.03

0.31**

0.02

0.17**

α01

0.24寧*

一 〇
.05

0.14**

注:「 経済報道へ の注意度」 は,"新 聞へ の接触 度"と"政 府 の経 済

政策"へ の関心度 とをか けあわせ ることで構成 された。

4つ の 「問題状況 フ レームの重要性認知」 は,表3の 因子分

析 で抽 出された各 因子の因子得点スケールであ る。

偏相関 でコ ン トロールされた変数は,"性 別"(女 性=1,男 性=

0),"年 齢","与 党支持"(与 党支持=1,そ の他=0)で ある。

支 持 す るか 否 か とい う区 分 だ け一 も考 慮 に含 め た。 しか し,偏 相 関 の 結 果

で も,「 制 度 崩 壊 」 と 「不 確 実 さ」 フ レー ム に つ い て は,有 意 な 関 連 が 見 ら

れ た(そ れ ぞ れ,.24と.14)b因 果 分 析 で は な く,あ くま で も相 関 分 析 の 範

囲 内 で は あ るが,仮 説 を 支 持 す る結 果 が得 られ た とい え よ う。

(4)ま と め と含 意

「低迷する日本経済」をテーマとして,メ ディアフレー ミング効果仮説 を

検証するために,新 聞の内容分析 と東京都民に対する意識調査とを実施した。

新聞の経済報道では,低 迷す る日本経済の状況を定義する際に 「制度崩壊」

フレーム(次 いで 「不確実さ」フレーム)が 比較的よく用い られる傾向が見

られた。他方,受 け手の側でも,経 済報道を注意 してよく読む人ほど,経 済

状況を見る際に 「制度崩壊」 フレーム(そ して 「不確実さ」フレー券)を 重

要視する傾向があった。 これは,経 済問題に対するメディアの視点が,受 け

手側の経済問題認識の仕方に影響 した結果として,あ るいは,受 け手が問題

認識の仕方をメディアから学習 した結果として解釈できよう。先行研究の多

くでは実験的状況で追究されてきたフレーミング効果が,自 然的状況でも実
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際に生 じていることを示唆する結果 といえよう。ただ し,今 回の研究はあく

までも相関分析に限られており,因 果関係に迫 るためには時系列的デザイン

の採用が必要である。

また,今 回の知見は,現 実の政治状況に対 し次のような含意を持っている。

第1に,い わゆる小泉人気との関わりである。われわれの意識調査が,

2001年 春の小泉純一郎内閣発足時に実施 された ことに留意 されたい。 自民

党非主流派出身の小泉首相は,主 流派の政治手法のア ンチテーゼとして,

「構造改革なくして景気回復なし(経 済の再生なし)」 と唱えることで,政 権

発足当初,驚 異的な内閣支持率を獲得 した。 この小泉支持の心理的基盤の一

部に,今 回調査の 「制度崩壊」 フレームに示唆されるような,「 旧来の 日本

型 システムがもはやうまく機能 しない,時 代の変化に適応できなくなってい

る」という一般市民の状況認識があったことは想像に難 くない。同時に,メ

ディアはそうした認識を生み出すのに一役かい,こ の面で も小泉人気を支え

ていたと推測できる。

第2に,経 済政策との関わりである。1節 でわずかに触れたが,経 済再生

の処方箋については専門家の間でも立場が分かれていた。 ひとつは,不 況の

原因として景気循環的要因を重視 し,適 切なマクロ経済政策がとられなか っ・

たことが経済の長期低迷をもたらしたとする立場である。他方,よ り構造的

な要因を重視 し,景 気対策よりも日本型 システムの構造改革こそが優先され

るべきだとする立場がある。今回の調査結果から見る限り,新 聞も東京都民

も後者の見方に傾斜 していたようである。この見方は,「 小手先の」財政刺

激策や金融政策をとるよりも,「根本的な」構造改革こそ必要だ,と い う選

好につながるだろう。こうした傾向は単に為政者の政策的立場をメディアが

反映した結果かもしれないが,そ れとは別に,メ ディアの論調が世論に影響

を及ぼすことで,政 府がとりうる政策の幅を制約するという可能性 も否定 し

きれない。 メディア,世 論と政策過程とがどのようにリンクしているかとい
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う問題は,今 後の重要課題のひとつである。

(竹下 俊郎)

4.経 済認 識 の イデオ ロギ ー的基盤 一新自由主義者の不在?一

日本型 システムは,政 府の市場介入や福祉国家化という大きな政府や終身

雇用慣行,年 功序列型賃金体系といった日本型経営などから構成され,国 民

に一種の安心感を与えるシステムであったといえよう。 しかし,い わゆる平

成不況のなか,経 済の低迷から脱却するためには,B本 型政治経済システム

の構造改革が不可欠である,と さまざまな論者が主張するとき,そ こで思い

描かれているの処方箋は 「新自由主義的改革」であることが多い。新自由主

義 とは,経 済活性化のために市場メカニズムに信頼を置き,規 制を撤廃 して

政府の介入を極力抑えること,そ して低負担,低 福祉の 「小さな政府」を志

向する理念である。第二次世界大戦後,福 祉政策の膨張によって財政赤字に

陥った欧米諸国がその処方箋 として新自由主義的改革を採用 した。1980年

代のイギリスのサッチャー政権やアメリカのレーガ ン政権がその代表例で

ある。

同じく80年 代 に日本においても中曽根政権が国鉄や電電公社 の民営化を

行い,そ れらの改革は新 自由主義に則っていたようにみえる。 しか し,大 嶽

秀夫の主張するように,既 得権益を守ろうとする圧力団体や官僚の抵抗や社

会 ・政治制度に埋め込まれた平等主義など日本型社会民主主義的要素によっ

て,新 自由主義的改革は本格的にはなされなかった。むしろ,民 営化は強い

平等主義的傾向を持つ日本企業に対 しては,労 使協調路線や従業員 と会社と

の運命共同体意識を強化するという帰結をもたらした。(大 嶽,1999)

しか し,90年 代後半以降の風潮は明 らかに変化が生 じている。長引 く不

況と国際競争の激化のなかで,生 き残 りに必死の企業は従来の労使協調路線

(27)27



政経論叢 第72巻第1号

を変更 し,終 身雇用,年 功序列型賃金体系といった雇用慣行を見直 しつつあ

る。 また政府や政治的 リーダーは,税 制危機を強調 し,福 祉水準の低下を示

唆 し,自 己責任原則の大切さを国民に向けて訴えることが多 くなった。小泉

首相が唱える構造改革 も,大 枠では新 自由主義的理念にもとつ くものと位置

づけられる⑥。

このような風潮の変化は一般国民の意識にどのような影響を与えているの

であろうか。はた して,集 団主義と平等主義をモットーとしてきた戦後日本

社会にも,新 自由主義が草の根 レベルで浸透 し始めているのであろうか。 こ

の問題を検討するために,自 由主義 ・自己責任と平等主義 ・政府依存という

軸を設定 し,有 権者がこの軸 に沿ったイデオロギー的思考を行 っているのか

否かを検討す る必要があろう。 これらの軸に関連 した質問項 目として,雇 用

創出,所 得再分配,景 気対策 と財政再建,社 会保障と税負担,年 功給 と業績

給,老 後の備え,政 府による預金者保護,破 綻金融機関への公的資金の注入,

の8個 を設定 した。

(1)各 項目の回答分布

1)雇 用と自己責任

ケインズ主義的な考え方では雇用の確保は政府の最重要の責務であるとさ

れる。けれども,現 実には失業問題は各国政府の頭痛のタネであ り,失 業率

が2ケ タにのぼっている国も存在する。低失業率を誇 っていた日本も,バ ブ

ル崩壊後 じわ じわと失業率が上昇 し,雇 用 ・失業問題に対する国民の関心 も

高まっていた。反対に個々人の自助努力を重視する立場からすれば,失 業は

基本的には政府の努力というよりも個人の努力によって克服 されるべき問題

ということになる。 この点について本調査では,「働 く意志のあるすべての

人に仕事を提供すること」が政府の責任と考えるか否かを質問した。都民の

意見は割れており,政 府の責任と考える者が57%に 達する。 男女別に有意
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懸 政府の責任

團 どちらかといえば政府の責任

脇 どちらかといえば政府の責任ではない

團 政府の責任ではない

図2働 く意 志のあ るすべての人 に仕事 を提供す ること

差 が認 め られ,女 性 の ほ うに政 府 責 任 派 が や や 多 く,政 府 責 任 派 は男 性52

%に 対 して女 性62%で あ っ た。 な お,1996年 の 国 際 社 会 調 査 プ ロ グ ラ ム に

よ る と,雇 用 の 確 保 を 政 府 の責 任 と考 え る者 の 比 率 は ア メ リ カ14%,イ ギ

リス29%で あ り,そ れ に 比 べ る と57%と い う比 率 は か な り高 い と い え る

(Dalton,2002,p.100)。 こ の結 果 は,わ が 国 で は ケ イ ンズ 的 な 考 え 方 が あ る

程 度 浸 透 して い る こ とを 表 して い る。

2)貧 富格差是正

政府の役割のなかには,貧 富の格差を縮小する所得再分配機能が挙げられ

る。1970年 代までの福祉国家化の流れの中で,所 得再分配機能は強化 され

てきたが,新 自由主義の理論か らすると,そ れまでの政府は過度の所得再分

配をしてきたことにより,社 会の活力を低下させ,ま た財政赤字拡大 の要因

となったということになる。そして,自 己責任のもと,貧 富の格差拡大はあ

る程度やむをえないと考える。本調査では 「富む者 と貧 しい者との間の格差

を少な くすること」が政府の責任であるのか否かについて質問 した。 同質問

に対 して,「政府の責任ではない」あるいは 「どちらかといえば政府 の責任

ではない」 と回答 した者は古典的自由主義あるいは新自由主義的な立場に立っ

ているといえる。

全体の意見の分布は,き れいに割れてお り,政 府責任派が47%に 対 して
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懸 政府の責任

医局 どちらかといえば政府の責任

彫 どちらかといえば政府の責任ではない

[コ 政府の責任ではない

図3富 む者 と貧 しい者 との格 差を少な くす ること

政 府 の責 任 で は な い と考 え る者 の 比 率 が53%で あ る。1996年 に 実 施 され た

国 際 社 会 調 査 プ ロ グ ラム に よ れ ば,こ れ を 政 府 の 責 任 とす る者 の 比 率 は,ア

メ リ カ で は17%に と ど ま り,そ れ に 比 べ る と か な り 高 い 比 率 で あ る

(Dalton,2002,p.100)。 日本 的平 等主 義 の 表 れ で あ ろ うか 。

3)景 気対策 と財政再建

1990年 代の後半か らの政策論争の対立軸の一つに,膨 大な額 に達す る財

政赤字を減少することを優先 し,公 共投資のカ ットなどによる緊縮財政路線

をとるのか,そ れとも景気回復を優先 し,積 極財政を展開するのかという対

立軸が存在する。 これは2001年4月 に行われた自民党総裁選の最大 の争点

で もあった。 この点に関レて以下の質問項 目を設定 した。

「景気対策をめぐって次のような2つ の意見があります。 あなたは どち ら

の意見に近いですか。」

a.景 気が本格的に回復するまでは,国 家財政の赤字が増えて も,国 債の

発行を続けるべきだ

b.次 の世代に借金の負担を残 さないために,こ れ以上の国債の発行は止

めて財政を再建 し,景 気が自然に回復するのを待つべきだ。

回答の分布をみると,約8割 が財政再建派であり多数派である。2000年
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懸aに 近 い

國 どちらか といえばa

彫 どち らか といえばb

Eコbに 近 い

図4景 気優先か財政再建優先か

総選挙における東京都での民主党の勝利,そ して2001年 に誕生 した小泉政

権め構造改革への高い支持率の背景がみてとれる。 さきに図1に 示 した 「日

本の経済状況に対する問題認識」において,「公共事業や補助金な どで税金

のむだ使いが見られること」を問題視するとした者が大半を占めていた。財

政赤字の拡大を問題視する者が多いだけではなく,景 気対策の名の下に税金

のむだ使いがなされているという不信感 もこの結果の背景にある。 また,今

回の調査対象が大都市住民である東京都民であるということも,こ の結果に

影響 していると考えられる。公共投資への依存度の高い農村部であれば積極

財政派がより多 くなると想定される。

4)税 負担 と福祉

社会の急速な高齢化が進行 しているわが国では,税 負担と社会保障のあり

方が大きな問題となってきている。本調査の 「日本の経済状況に対する問題

認識」についての結果においても 「税金 ・健康保険などの負担が今後増えそ

うなこと」を 「かなり問題だと思 う」あるいは 「ある程度は問題だと思 う」

と回答 した者の比率は9割 以上という高率であった(図1)。 今後は福祉の

切り詰めか負担増かという選択を迫 られる。そこで本調査においてはこれら

2つ の間での選択を迫った。

単純集計結果をみると,約7割 が 「社会保障や福祉などに国が責任を持つ
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懸 小さな政府派

匿鋼 やや小さな政府派

彫 やや大きな政府派

國 大きな政府派

図5社 会保障と税金

てやって くれるな らば,税 金が多少上がって も構わない」 という意見に近い

と回答してお り,「税金が安 くなるならば,社 会保障や福祉の切 り詰めばや

むをえない」という意見により近いとした者は3割 にとどまる。言いかえれ

ば,福 祉よりも税金を優先する小さな政府派は約3割 に過ぎないということ

になる。社会保障というのは全国民にとっての 「既得権益」 ともいえ,そ の

切 り詰めに対 しては抵抗感が強い。ちなみに,1996年 の総選挙後に実施 し

た全国調査 「転換期における政治意識と投票行動調査」においても同一のワー

ディングで質問 しており,結 果は 「小さな政府派」 と 「やや小 さな政府派」

を合わせて21%,「 大きな政府派」 と 「やや大きな政府派」 と合わせて74%

だった(井 田,2000)。 これらの調査結果は,か つて村上泰亮が論 じた 「新 ・

中間大衆論」を想起 させる。新中間大衆は何 らかの形で既得権益に関わって

お り,そ れぞれの権益が損なわれることに対 して敏感 に反応する人口の巨大

な中央部分である(村 上,1984)。 これらの結果か らする限 り,有 権者は基

本的には福祉国家路線を支持 しており,た とえ負担増を伴 ったとして も,政

府による社会保障の充実を求めている。

5)賃 金決定方式

終身雇用慣行 と並んで長年にわたって,日 本的経営の一要素 となってきた

年功賃金制は昨今,大 きな曲がり角にある。人件費総額の抑制などを目的と
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懸 年功賃金派

睡覇やや年功賃金派

%や や業績給派

図 業績給派

図6賃 金決定方式

して業績給を導入する企業が増加傾向にあるか らである。業績給の導入は所

得の同期間格差を拡大させ,所 得の横並 びを崩壊させる。 このような業績給

導入の流れに対 して有権者はいかなる考えを抱いているのであろうか。

そこで,「 基本的には年齢や勤続年数によって,賃 金が決まる方式」(年功

給)と 「基本的には個人の努力や実績に もとづいて,賃 金が決まる方式一

(業績給)の いずれがより望ましいかを質問 した。業績給 を望ま しいと考え

る者は,企 業内平等主義ともいえる年功給を支持する者 より自己責任の考え

方になじみやすい。結果は業績給を望ましいとする者が8割 近 くに上 り,圧

倒的多数が業績給を支持 している。

年齢別にも有意差はみられず,い ずれの年齢層でも業績給派が多数派であっ

た。さきに図1に 示 したように,「年功序列賃金から業績給に変える企業が

増えていること」を問題祝 している者は少数派であるという事実 も考え合わ

せると,都 民の多 くは従来の年功給に対 して不満感 ・不公平感を抱いている

と想定される。

6)老 後の備え

急速な少子高齢化によってわが国の年金財政は圧迫 され,昨 今では将来の

年金支給に関 しそも悲観論が渦巻いている。そこで,次 のような2つ の意見

を提示 し,ど ちらの意見に近いかを回答してもらった。
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懸 公的年金派

歴璽 やや公的年金派

%や や自助努力派

匿ヨ 自助努力派

図7老 後の備え

a.自 助努力で準備 していくよりは,今 より高い保険料や税金 を払ってで

も公的年金を充実 して もらいたい

b.公 的年金の充実のために今よりも高い保険料や税金を払うよりは,自

助努力で準備 していきたい。

ここでは,「aに 近い」を選択 した者は 「公的年金派」,「どちらか といえ

ばaに 近い」を選択 した者は 「やや公的年金派」,「どちらか といえばbに

近い」を選択 した者は 「やや自助努力派」,「bに 近い」を選択 した者は 「自

助努力派」である。公的年金派とやや公的年金派 をあわせても36%に とど

ま り,負 担増には抵抗感が大きく,負 担増よりは自助努力を選択する者が多

い。 この結果は,さ きに図5に 示 したように,「社会保障や福祉などに国が

責任をもってやって くれるな らば,税 金が多少上が っても構わない」 という

見解に同意 した者が多いという結果と矛盾するようにもみえる。しか し,公

的年金制度の将来に対する世間の不安感がひじょうに高いことが,こ のよう

な結果につながっていると考えることができる。

7)金 融と自己責任

自己責任という言葉は,と りわけ金融の分野で使用されることが多 く,

「投資家の自己責任」「預金者の自己責任」 という言葉が頻繁にきかれる。と

くに,近 年検討されている重要な政策課題の1つ であるペイオフの解禁は,
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自分の資産は銀行などの金融機関に預けておけば安心であるという従来の常

識を覆し,預 金者の自己責任を求める。そこで,金 融機関が破綻した場合,

預金を全額政府が保護すべきか否かについての考えを質問した。その結果,

政府 による預金保護に関 しては7割 が賛成派である。本格的な自己責任社会

に対 して不安感を抱いている表れであろう。なお,男 女別に有意差がみられ,

賛成派は女性の方が多かった。

1990年 代に入 り,破 綻 した金融機関に対 し,公 的資金 の注入が しば しば

行なわれた。 しか しその都度世論の反発にあったことも事実である。ここで

の質問文は,「経営が破綻 した金融機関に対 して,預 金者保護や金融 システ

ムの維持を目的として,政 府が公的資金を注入することについて,あ なたは

賛成ですか,そ れとも反対ですか。」である。この質問に対する回答分布は,

懸 賛成

圃 どちらかといえば賛成

彫 どちらかといえば反対

[コ 反対

図8政 府に よる預金全額保護

懸 賛成

團 どちらかといえば賛成

%ど ちらかといえば反対

〔コ 反対

図9破 綻金融機関への公的資金投入
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4割 が賛成派,6割 が反対派となった。世論は,政 府による預金全額保護を

求めながら,破 綻金融機関への公的資金投入には反対であるという矛盾 した

意見を抱いている。 このズ レは,質 問において 「預金保護」という文言が入っ

ていれば一般預金者の為の政策であると感 じて好意的反応を示すが,「 金融

機関への公的資金投入」 という文言があると,特 定業種だけを政府が保護す

るという不公平感が生 じ,否 定的な反応を喚起するためであろう。

(2)新 自由主義的意見の規定要因

次に新自由主義的意見の規定要因の検討を重回帰分析によって行う。

従属変数に関 して説明する。'新自由得点とは,8個 の質問項 目に対する回

答選択肢の値を合計 したものである。各項目の回答は4点 が新 自由主義的,

3点 がやや新 自由主義的,2点 がやや平等主義的,1点 が平等主義的 となる。

8個 の各項目についても4点=新 自由主i義的から1点=平 等主義的となる。

独立変数は,性 別,職 業(自 前的職業 ・非自前的職業),世 帯年収,年 齢,

階層帰属意識(上=1,中 の上=2,中 の中=3,中 の下=4,下=5),保 革イデ

オロギー(保 守=1,や や保守=2,中 間=3,や や革新=4,革 新=5)で ある。

職業の自前的職業には商工自営,農 業,管 理職などが,非 自前的職業には事

'務職
,技 術職などが入る。

結果を表9に 示す。9個 の従属変数について重 回帰分析を行ったが,そ の

うち給与体系と政府による預金保護に関 しては,分 散分析において有意水準

0.05を 上回ったので表9か らは省略 した。

標準化係数をみると,そ れぞれ以下のことが言える。

① 新自由得点の規定要因としては非自前的職業と年齢 との2変 数が挙げ

られる。年齢に関しては若年層ほど新自由主義的見解をもつ傾向にある。

これは比較的若い年齢層は高度成長期を経験せず,80年 代の国鉄民営

化など,新 自由主義的な政策が実施 された時代に政治的社会化を行 った
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表9新 自由主義的見解の規定要因(重 回帰分析結果 ・標準化係数)

新自由
得 点

雇用 平等化
景気
財政

福祉税 老後
公的

資金

男

年 齢

自 前 的 職 業

非 自前 的 職 業

年 収

階 層 帰 属

保革イデオロギー

.026
..1占、「「「「、㌔「P昂りP'」「.-免

一
.117

」L匹"」LLL`」

.063
PPへL.、.

㌦183
-向.ヒ ㎜.一 「▼..「..-

.106

.058

.067

.149

一
.12]

n・

一
.Ol7

一 〇10
.P國L固 いL..・ 」 」-L几.

ユ31
・.7叩}「

一
.011

一
.043

一
.012

一贋
一

.014

.015

.097
.--艦L-凹 ・・「L.

一 .151

一103

.105

一 〇31
馳

一
.055

一 〇54

_..085

,188

.ll7

一
,049

,065

.正41

.231
冒一-■---■hr■

一
.057

一 〇68

一
.036

一 ユ18

一 .164
〒 ■.-r.「

ユ62

.217
帰

一
.027

一 〇59

.047

.034

一
.005

一
.055

.086

.077

.188

.153

R .252 .219 .267 .249 .199 .285 .280

ことも関係 しているのであろう。 この事実は世代交代の進展が,新 自由

主義的志向を有する者の比率を増加 させる潜在的可能性の存在を指摘す

ることができるが,他 方で今後急速に進行する人 口の高齢化がこの流れ

に対するブレーキの役割を果たすことも推測 させる。

② 雇用に関しては男性と年収が正の値を示す。つまり女性よりも男性の

ほうが自由主義的であり,年 収が高いほうが自由主義的である。また,

年齢は低いほうが自由主義的見解をもちやすい。

③ 富の平等化に関する意見の規定要因としては,年 齢及び階層帰属意識

が挙げられる。年齢は低いほうが,階 層帰属意識は高いほうが自由主義

的である。

④ 景気対策優先派と財政再建優先派を規定する要因としては,階 層帰属

意識と保革イデオロギーが挙げられる。階層帰属意識が低いほうが,そ

して革新的立場にある者のほうが財政再建派の規定要因となっている。

⑤ 社会保障と税負担に関 しては,職 業が規定要因となってお り,と くに

非 自前的職業が小さな政府志向に影響を及ぼ している。非自前的職業の

者は厚生年金の保険料などで比較的高い負担感を感じていることもこの

結果につながったのであろう。
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⑥ 老後の備えについては,性,年 齢 非 自前的職業が規定要因となって

いる。女性よりも男性のほうが公的年金重視の意見を規定 し,ま た高年

層になるにしたがって公的年金を重視す る。すなわち,現 実に老後が近

づ くにつれて,公 的年金の依存する傾向が認められる。 また非自前的職

業は自助努力志向を規定する。

⑦ 金融機関に対する公的資金の注入に関 しては,階 層帰属意識 と保革イ

デオロギーといった意識変数が規定要因 となっている。階層帰属意識が

低いほうが,そ して革新的立場にある者のほうが公的資金注入 に対 して

否定的である。

個 々の重回帰分析結果を要約すると以上のようであったが,独 立変数の視

角から検討すると,以 下の点を指摘することができる。年齢はほとんどの分

析結果で負の値を示 していることか ら,年 齢が低 くなるほど新 自由主義的見

解をもつ傾向がある。また,非 自前的職業は社会保障や老後に関する自助努

力志向を規定する。階層帰属意識は低いほうが財政再建重視の傾向があり,

また破綻 した金融機関に対する公的資金注入に批判的である。保革イデオロ

ギーにおいて革新的立場をとる者も同様の傾向がある。このように従属変数

によって規定要因はかなり相違 している。

③ 意識構造

最後に新 自由主義関連項目についての意識構造,各 項目間の相関関係を検

討することによって新自由主義的か平等主義的かという基本的対立軸(イ デ

オロギー対立軸)が 存在するのか否かに関 して考察を加える。まず,項 目間

の相関関係を検討することによって,基 本的対立軸の有無を検討 したい。表

10に 示すように,項 目間の相関については,ほ とんどの組合わせで絶対

値が α2を下回り,ま た有意水準をパスしていない組合せも多い。 相関係数

が0.2を 超えたのは,金 融機関に対する公的資金投入と政府 による預金保護
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表10項 目間の相関関係

雇用確保 貧富格差 景気財政 福祉税金 賃金決定 老 後 預金保護

貧富格差 .424"

景気財政 .134 一 .001

福祉税金 一 .028 一 〇23 一 .136料

賃金決定 .127" .052 ,134牌 一 .126**

老 後 .107* .010 一 .036" .238** .175**

預金保護 .100` .031 .060 .097* .036 .068

公的資金 .060 .028 .213** 一 .008 .132" .079 .458"

.,は1%水 準で有意 寧は5%水 準 で有意

表ll因 子 分 析 結 果(バ リマ ック ス 回転 後)

因 子

1 2 3, 4

仕 事 提 供 .084 .733 .102 .136

貧 富 格 差 一 〇〇2 .581 一 .Ol6 .020

景 気 財 政 ,155 .054 一 .042 .352

福 祉 税 .108 一
.022 .289 一451

賃 金 決 定 .041 .079 .256 .402

老 後 .051 .050 .745 一 .04i

預 金 保 護 .618 .073 .050 . 一 .049

公 的 資 金 .749 一
.018 .052 .248

因子抽出法:主 因子法

(0.458),雇 用創出と貧富格差是正(.424)と 福祉 ・税金 と老後(.238)の3

つの組合わせにとどまった。 この結果は,有 権者のなかで自由主義対平等主

義といった一次元的なイデオロギー対立軸が不在であることを推測させる。

さらに,意 識構造の分析を因子分析の手法を用いて行 った。分析結果を表

llに 示す。固有値1.0以 上の基準で次の4因 子が抽出された。

第1因 子:政 府による預金保護と金融機関への公的資金の注入が高い値を

示 しており,金 融安定化に関する因子 といえる。

第2因 子:政 府による雇用の確保と貧富の格差是正に関する項 目の値が高
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いことから,平 等化の因子といえる。

第3因 子:老 後の備えに関する項目が高い値を示 していることか ら老後の

備えに関する因子といえる。

第4因 子:賃 金方式と景気財政が高い値を示 し,福 祉税が低い値を示すこ

とか ら賃金 ・景気財政と福祉の軸 といえる。

因子分析結果か ら,新 自由主義に関連する意識の多次元性が判明 した。つ

まり,一 般有権者の意識次元において新自由主義(小 さな政府)一 平等主義

(大きな政府)と いう基本的対立軸は存在 しなかった。「構造改革」 という語

に象徴 される新自由主義的な改革に共鳴する有権者であっても,一 貫 した改

革派ではな く,部 分的な改革派であるにすぎないという含意が汲みとれる。

(4)要 約 と含 意

ここでは,2001年 の小泉政権発足直後に実施 した東京都民調査データか

ら,都 市有権者の新自由主義的な見解に関する検討を加えた。新 自由主義は

ひとことでいえば小さな政府を志向する理念であ り,自 己責任原理にもとつ

く社会構築をめざすものである。本稿における分析の観点は,新 自由主義的

意見に対する同意の度合い,及 び新 自由主義的見解の規定要因の解明 と新 自

由主義が有権者のイデオロギー的対立軸の一端となっているのか否かの解明

にあった。これら2点 に関する分析結果を要約すると,次 のようである。

規定要因に関しては,年 齢が低いほど新 自由主義的な考えを有する傾向が

あり,ま た福祉国家に関しては非自前的職業の者に自己責任の考え方が強い。

この結果は,社 会全体の世代交代や職業構成におけるサラリーマ ン化の進展

といった社会変動が意識面において新 自由主義的な見解に同意する者を増加

させていく潜在的可能性の存在を指摘することができる。ただ今後急速に進

行する人口の高齢化は新自由主義の浸透に対するブ レーキの機能を果たすこ

とも推測される他,加 齢による意識変化の可能性 も否定できない。

40(40)



経済報道と世論に関する実証的研究

また,新 自由主義的理念が有権者に浸透 したのかというと,そ うはいえな

い。90年 代には相次 ぐ金融破たんに伴う公的資金の注入が行 われ,世 論 の

反発を喚起 した。 しか し,今 回の調査結果によると,政 府による預金保護を

求める意見は根強 く,福 祉国家路線への支持 も高い。因子分析結果か らも,

新 自由主義は有権者の中でイデオロギー対立軸を形成 しているとはいえない。

せいぜい"部 分的な新自由主義者"と 呼べるにすぎないのである。 また,有

権者は急速な高齢化の進行と低迷する経済状況の中で 「構造改:革」 という言

葉に好意的な反応はするものの,現 状では構造改革の拠 って立つ新 自由主義

の理念についての同意 までを伴っているとはいえないのではなかろうか。

(井田 正道)

《注》

(1)本 研究 の実施 にあた っては,日 本学術振興会科学研究費補助金(基 盤研究(C)

(2>)の 助成 を受 けた。本論文 はその研究成果報告書(竹 下 ・井 田,2003)の 内

容 に基 づいてい る。

(2)仮 説 と しては,メ デ ィア→ 一般公衆 という影響 の流 れを仮 定 して い るが,

本研究 の分析 はあ くまで も相 関分析 にとどまって いる。 なお,小 塩(1999)に

よれ ば,新 聞の経済報道 では主 要な論調が時期 に応 じて大 き く変動するという。

もし,そ うした時期 に対応 した時系列的な調査デザ イ ンを組 むことができれば,

因果 関係 の究 明によ り近 づ くことがで きるだろう。

(3)こ のフ ォーカスグル ープイ ンタ ビューは,竹 下 を代表者 とす る放送文化基 金

助成研究 の一環 として実施 された。

(4)意 識調査 の実査 に関 しては,㈱ サ ーベ イ リサ ーチセ ンターに委託 した。

(5)こ の点 は,分 析対象 を第1面 に限 った ことの妥当性の問題 と して,今 後 あ ら

ためて検討すべ きであろ う。`

(6)90年 代 の政界再編 のキーパ ー ソンであ った小沢一郎 は,こ れ まで政 府 や企

業 に依存 していた国民意識 の変革 の必要性を唱え,自 己責任意識 を抱 くことを

主張 した(小 沢,1993)。 また,近 年では 「小 さな政府」を志 向す る者 がや や

増大傾向 にあるという世論調査 データ も存在す る(読 売新 聞 社世論 調査 部,

2002,p.448)o
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